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最判平成28・ 7・ 8民集70巻 6号1611頁（リーマンブラザース対野村信託事































































の前日までの r 2（年 2％）で計算した約定遅延損害金の支払を請求して
提訴（8）。Xは，清算金の額について， 9月16日のレートによることを主
張。そのうえで Yの主張する相殺は民再93の 2Ⅰにより禁止されるとし

















































































































































































































ようになる。Z証券が A，Zが Xに対して有する清算金債権が甲債権，Xが Y
に請求している清算金債権が乙債権である。Zの参加が手続に後れ，それにも














































Set─off and netting, derivatives, clearing systems, 2 ed., London Sweet & Maxwell, 
2007, p. 93.）。倒産者の資産の invalid post─commencement forfeifureは許されな
い。British Eagle International Airlines Ltd. v. Air France ［1975］ 2 All ER 390, HL
事件判決は，IATAの航空運賃多数当事者間ネッティングを無効とした （WOOD, 
op. cit., p. 97）。
（18）　inter─group set─off and nettingについてWOODは，cross─guarantees等に
より確保される旨言及している（WOOD, op. cit., pp. 95─96）。なお，フランス

















































































































































































（35）　SIMLER （Philippe）, Contrat et obligations. ─ Délégation. in JurisClasseur Civil 










































（41）　HUBERT （Frédéric）, Essai d’une théorie juridique de la délégation en droit 






三面契約ではない。A B間，B C間のそれぞれで別々に成立した「Bは C
への債務を受働債権とし Aへの債権を自働債権として相殺をすることが
できる」旨の特約は，三面契約としては，A B間の特約は Cが参加して






















































































































（52）　D. 1995, som.com. 215, note HONORAT.
（53）　JCP ed. G. 1995 II 22448.
（54）　JACQUEMONT （André）, Sauvegarde, redressement et liquidation judiciaires. ─ 
Exploitation en commun et confusion des patrimoines.JurisClasseur Commercial, 





















倒産手続管轄を定めるものであるが，管轄について述べた後に，“S’il se révèle 
que la procédure ouverte doit être étendue à une ou plusieurs autres personnes, 
le tribunal initialement saisi reste compétent.”〔開始されている手続が一または
複数の他人に拡張されるべきことが明らかとなった場合でも，最初に手続を求
められた裁判所が引続き管轄を有する。〕との文言が続く部分がこれである。
拡張手続の存在を認めた裁判例としては，近時のものとして Cass. com., 1er 







の場合にも準用される。以上 JACQUEMONT, op. cit., nos 1─2. また，拡張訴権
〔action d’extension〕およびその主体，行使方法等につき，JACQUEMONT, op. 





















































に，そのなかでも相互性だけは要件とし続けてきた。LE CORRE, Droit et 
pratique des procédures collectives, 2 éd., 2003, Dalloz, no 63. 31.  その例外（破
毀院商事部1995・ 5・ 9，Bull. civ., IV, no 130）として法人格の否認のごとき
場合があることが示唆されている。なお，本件リーマン事件に関する比較法に
立ち戻れば，デリバティブ等に関する特別法が倒産手続による相殺制限に適用
除外を設けて牽連性の証明を軽減する（通貨金融法典 L.211─36 条以下。LOIR, 
op. cit., no 50 et 59.）。ここでもにあたっても相互性は依然要求されてきた
（LOIR, op. cit., no 60.破毀院商事部1993・ 4・27ほか。学説も通貨金融法典
L.211─36─1 条ⅠおよびⅡに関しバイラテラルな関係だけを対象としているこ
とを繰り返し述べている。AUCKENTHALER, Jur.Cla. Banque─Crédit─Bourse, 











［18］　また同書は，破毀院商事部判決1995年 5 月 9 日の評釈として































に学ぶべき点は，同判決 （および類似のいくつかの判決） が （複数の法人の外
観を呈しつつも）「単一の法人格のみ〔une seule personne morale〕（しか存
在しないものとして扱われる）」場合と「財産関係が混同される〔confusion 
du patrimoines〕」にとどまる場合とを「または〔ou〕」で結んで並置して
いるのをとらえて，両者は単なる言い換えなのではなく，両者の場合が異
なる事実関係を前提にしているかもしれないと考え，法人格が仮装的であ
る場合〔fictivité〕には（事柄は濫用的な類型の法人格否認だから）倒産拡張
も当然だとしつつ，財産混同にとどまる事例についてはグラデーションが
ある旨を説いていることである。
［19］　このような検討から，フランス法において三者間相殺とは，①法典
に明示の三者間相殺，②更改的指図の「僭称」としての三者間相殺，③財
産混同ないし仮装法人格を前提にした倒産手続拡張の結果相互性の欠如が
補われる場合のどれかであることが解った。千葉補足意見の後半部分も，
相互性の欠缺を補うために必要な約定の検討が可能か考えるべきである等
の課題に言及しており，そのような方向での立法論を示唆する判批も存在
する（65）。そこで一括清算法の改正等も検討の余地があるということにな
りそうである。しかしながら，千葉意見に引用された内田意見書における
「外国の立法例」がまさにフランス法の話であるとすれば，上記の検討か
ら明らかなように，フランスの立法例は，法人間の財産関係の混同または
法人格の仮装を前提にした倒産法上の扱いであって，仮に立法課題として
検討される余地があるとすれば，それは倒産手続の拡張である。ところ
で，そのような検討が可能であるとしても，財産混同や法人格仮装等の不
正・懈怠が常態であるとは必ずしもいえず，事前に三面契約そのものを成
立させるコストを負担する能力があると思われる金融グループを典型とし
て考える場合にはあまり重大な意味を持つものとも言えないように思われ
る。仮に一括清算法を手直しするとしても，同法はあくまでも BIS基準
（65）　山本和彦「本件判批」金法2053号15頁。
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を満たすために他の再生債権者の犠牲において金融機関についてだけネッ
ティングの効力を優先させることにあるから，必要を超えて関係人に不利
益を押し付けるものであってはならない。
おわりに
［20］　以上の検討から，原審の確定した事実関係の下では，問題の解決は
判旨のとおりで正当であると思う。実務上どのような予防策がよいかとい
えば，WOODが示唆するように，本当の三面契約でクロスギャランティ
ー（相互性を成立させるための担保設定予約）を事前に関係人全員の同意を
徴して約定しておくことが最も簡潔かつ必要であろう。このことは，BIS
基準を充足しつつ（銀行法に基づく公法上の義務）合理的にデリバティブ取
引を保有し続ける（リスク管理を適切に行って経営を維持するという公衆預金
者に対する義務）ために金融機関がなすべき責務であり，かような取扱こ
そが推奨されるべきではあるまいか（66）。
（66）　なお，かかる三面契約の性質が嘱託（指図）の予約であるとしても，資金関
係である更改ネッティング後に成立した清算金債権が既に財産管理権を掌握し
た管財人の支配を免れて消滅するものと解する根拠は，三面関係を規定しない
一括清算法に基礎づけることが難しいかもしれない。しかし，一括清算法の定
めは，ネッティングにおいて遡及効が生じることの根拠づけが難しい更改に関
する部分に，あたかも相殺において遡及効が民法により認められているのと同
様に，手続開始以前に遡及することを規定したものであると解すれば，嘱託
（指図）適状の始期もまた，一括清算法によって人工的に遡らされた更改の発
効の時点にまで遡るものと考え，これによって管財人の支配を免れるのではあ
るまいか。

